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よくあるご質問

なぜ発電設備の一部変更が必要なのか。Q1

A1

なぜ、連系当初に出力制御が出来る機器（PCS）を付けられなかったのか。Q2

A2 平成27年１月時点において、出力制御機能を有したPCSは、市販されておりません
でした。
このため、出力制御機能を有したPCSの開発が完了次第、対応(切替）していただく
ことを前提に、連系いただいておりました。

Q3

A3

必要な工事（ＰＣＳの取替え等）はどこに確認すればいいのか。

Q4

A4

出力制御に必要な工事（PCSの設定変更、取替、インターネット環境構築、配線工事
など）や費用は、ご契約者さまが取付けられているＰＣＳの種類や設置状況等により
異なりますので、太陽光発電設備の購入先へご確認をお願いします。
なお、切替に伴う費用は、ご契約者さまのご負担となりますのでご了承ください。

出力制御機能付ＰＣＳへの切替を行わなかった場合、どうなるのか。Q5

A5
ご契約者さまの太陽光連系につきましては、平成27年１月の再エネ特措法省令の一部
改正に基づき、出力の制御を行うために必要な機器の設置、費用の負担、その他必要な
措置を講じたうえで、無制限・無補償で出力制御に応じていただけることを前提に当社
系統へ連系を行っております。
このため、切替えに応じていただけない場合、ご契約を解約させていただくことがあり
ます。

なぜインターネット環境が必要なのか。指定のプロバイダー等はあるのか。
（住宅などで）すでにインターネット環境がある場合はどうすればよいのか。

当社が毎日更新する出力制御スケジュール情報を取得するため、インターネット環境
を構築していただく必要があります。（ＰＣＳ切替前までには準備が必要です）
すでにインターネット環境がある場合も、インターネット回線とＰＣＳの接続が必要
となりますが、詳しくは太陽光発電設備の購入先へお問合せください。
なお、通信を行うにあたって指定のプロバイダーはございません。

九州本土では、太陽光の連系が急増しており、このままでは電気の消費が少ない春秋
を中心に発電した電気が余るため、安定した電気をお届けすることが困難となります。
このため、平成27年１月の再エネ特措法省令の一部改正に基づき、同年１月26日
以降の連系承諾分から、「出力の制御を行うために必要な機器の設置、費用の負担、
無制限・無補償で出力制御に応じていただけること」を契約条件として、連系いた
だいております。
今回、出力の制御を行うための発電設備の一部変更の受付準備が出来たため、対応を
お願いしているものです。（なお、ＰＣＳの切替工事時期については、機種や工事施
工体制によって異なりますので、太陽光発電設備の購入先との調整が必要です。）



出力制御が始まるということか。Q6

A6 出力制御の開始時期については未定です。九州管内においては再エネ（太陽光・風力
等）の導入が急速に進んでいることから、電力の消費量が少ない低需要期には九州全
体の発電量が消費量を上回る可能性があり、近い将来、出力制御が必要になる事態も
想定されます。
今回のご案内は、各メーカーが「出力制御機能付PCS」を開発し、切替に関する受付
準備が整ったこと、ご契約者さまの準備に一定期間が必要であることから、実施して
いるものです。（なお、ＰＣＳの切替工事時期については、機種や工事施工体制に
よって異なりますので、太陽光発電設備の購入先との調整が必要です。）

指定ルール事業者であるが、インターネット環境の構築には、費用がかかるため、固
定スケジュールを採用することは可能か。

原則、インターネット環境が必要です。
固定スケジュールは、山間部等、インターネット環境の構築が現実的ではない地域に
立地される事業者さまを救済するために導入したものです。
指定ルール事業者さまが、固定スケジュールを採用することもできますが、ＰＣＳへ
のスケジュール取込み作業（メーカーさま等による有料の作業）が必要な上、イン
ターネットにより更新スケジュールを受信される事業者さまと比較すると、最新の気
象状況を反映することが出来ず、発電電力量が大幅に少なくなる可能性が高い等のリ
スクがありますので、あらかじめご了承下さい。

Q7

A7

山間部等でインターネット環境がない場合はどうなるのか。Q8

A8
インターネット環境がない場合は、PCSメーカーさま作業等により、あらかじめ１
年先までの出力制御スケジュール（固定スケジュール）を登録していただくことに
なります。
ただし、固定スケジュールでは、インターネットがある場合に比べ、発電量が大幅に
減少すること、年１回のご契約者責任による現地設定作業(有料)が必要となることに
留意してください。
また、初年度の固定スケジュールの登録月が定例の登録月とずれている場合、初年度
のみ２回の現地設定作業（有料）が必要になることがあります。


